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1. 問題の所在と自的

1990年代からすすめられた地方分権改革で

は，国及び地方公共団体における分担すべき役

割を明確にし，住民にとって身近な地方公共団

体において行政を実施することが目指された。

そのための方策として，地方公共団体が総合的

な行政の主体として人材を適切に確保すること，

かつ地域の課題を包括的に解決することといっ

た観点から，市11汀村の合併等による行政の広域

化が積撞的に推進されていった(1)。その結果，

1995年の市町村の合併の特例に関する法律の改

正に端を発して， 1998年度末に3，232あった市町

村は2013年度末には1，718へと大きく減少してい

るヘそして，市町村合併の進展にともなって，

原則必置である市町村守教育委員会数は2013年に

1，819 (特別i玄教育委員会，事務総合教育委員会

等を含む)へと減少しているヘ

平成の大合併を背景に市町村ー教育委員会の設

置規模は拡大している。表 lは，合併推進政策

開始以前の1999年時点と終了後の2013年時点の

市町村教育委員会数ならびに構成比の比較であ

る。教育委員会の適正設置規模は，教育委員会

制度導入当初から議論されてきた。教育行政学

研究では，少なくとも 5万人以上の人口規模が

必要であるとしている(市川 2000，坂・棚]林

2009)。これらの知見にあてはめて比較すると，

人口 5万人以上の適正規模を有する教育委員会

は， 1999年の473(構成比13.8%)から2013年に

は557(向30.6%)へと増加している。設置規模
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の拡大によって，これらの自治体ではスケール

メリットを生かした行財政基盤の強化や事務の

効率化を図ることが可能となった。また，財政

力が増すことで事務局職員数の増加や専1'11]1均職

員配置の充実も見込まれている(心。その一一方で，

人口 1万 5千人に満たない小規模自治体の教育

委員会がいまだに全体の 3分の lを占める点に

も十分に注視しなければならなし ¥0

力lJ治佐(1998)は 人口規模別の事務局本務

職員数及び専門的i隊員の配置率の観点から，市

町村教育委員会事務局の職務遂行能力を分析し

ている。そこでは，大多数のTI11llH1教育委員会

において，設置単位である自治体の人口規模が

小さいために財政力に乏しく，事務局組織の機

能が弱小で、あるために職務遂行体制が卜分でな

いことを指摘している ω。実!緊に，小規模自 j合

体の教育委員会の専門的職員配置率は低いヘ

充実した事務処Jlf二体i!J1jを有さない小規模な自

治体の教育委員会が抱える諜題の解決に対して

は，近隣自治体問で共同して教育事務を実施す

る共同処理方式が有効とされている。松井らの

研究グループは，教育事務の共同処理体jlJljに関

して個別事例の研究を行っている(松井ら

1997)。そこでは， 4つの共同処理方式(協議

会方式，機関共同設置方式，一部事務組合方式，

複合事務組合方式)各種の事例を 1つずつ挙げ，

分析，研究がなされた。個々の事例の条件やそ

の分析に大小はあるものの 共同処理に対して

おおむね肯定的に評価している。しかし一方で，

共同化により行政の合理化が図られ，人員が削

減されただけであること それによって指導主

事の配置数充実へと連動しないために，行政能
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表 i 市町村ー教育委員会数の年次比較

1999年 2013年

実数 構成比 実数 構成比

50万人以上 26 0.8% 34 1.9% 
30万人以上50万人未満 48 1.4弘 49 2.7弘
10万人以上30万人未満 171 5.0% 203 11.2% 
5万人以上10万人未満 228 6.7% 271 14.9% 
3万人以上5万人未満 267 7.8弘 245 13.5% 
1万5千人以上3万人未満 522 15.3弘 302 16.6% 
8千人以上1万5千人未満 736 21.5弘 230 12.6% 
5千人以上8千人未満 558 16.3% 166 9.1% 
5千人未満 668 19.5弘 237 13.0弘
総数 3，418 1，819 

力が向上したとはいいがたいことを指摘するも

のもある(遠fi~~ 1997: 146)。

以上の先行研究は主として1990年代に実施さ

れ，その後に地方分権改革がすすめられた。加

治佐は I(筆者註一市I!lT村合併施策の)結果次第

では，多くの教育委員会の設置単位の規模が拡

大する(適正規模化する)ことによって， ( !:j] 

HI告)職務遂行体制の充実がかなりの程度実現す

ることもありうると考える」とし，地方教育行

政の範域が広域になることで，事務処理体制が

充実することに期待を示している(加治佐

2000:212)。しかしながら，分権改革以後にこ

れらの期待に応える検証が十分に行われたとは

いいがし Eたい。この点について，堀・相jJ林は，

小規模自治体の教育委員会の能力をどう高める

のかがさまざまな観点から検討される必要があ

るとしている(堀・柳林 2009:126)。分権改革

進展以降の小規模自治体における教育委員会の

具体相については実証的研究に乏しく，不明瞭

な点が多し 10 今後ますます深刻になる少子高齢

化，人口減少社会といった諸課題を背景とする

小規模教育委員会の事務処理体制の再考は，焦

眉の急といえる。

そこで本稿は，奈良県下小規模町村の教育委

員会における教育事務の処理に着自し，平成の

大合併以降に残存する小規模自治体の教育事務

の処理上の課題を明らかにし，その解決に対し

て示唆を得ることを百的とする。

教育事務所の設置の有無は，小規模自治体が
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文部科学省作文'(01行政調査(平成25年度).JJ

教育事務を処理するうえで影響を与えている。

教育事務所は，都道府県教育委員会の出先機関

として，都道府県教育委員会の管理機能を補完

し，かつ市町村教育委員会に対する指導・助言

の役割を担っている(小川 2012)0 I河内ら (2014)

は，人事行政と指導行政の観点から，教育事務

所が管内の自治体規模による格差を調整する機

能を有していることを示唆している。しかし一

方で， 2000年代以降の行財政改革によって，教

育2事務所の統合や縮小を図る都道府県が増えて

おり， 2000年以降は 5府県がその廃止に至って

いる (2013年時点で 8府県が非設置)。このう

ち，滋賀，奈良，徳島の 3県は従来から教育事

務所を設置していなし 10 奈良県のこれまでの支

援を一事例として扱うことで，教育事務所縮小

の全毘的傾向のもと，今後小規模自治体へいか

に適切な支援が実施できるのかについての示唆

が得られると考える。

なお，本稿では，分析のために奈良県独自の

取組である奈良モデルを参照する。

2.研究課題と方法

本研究の課題は，以下の 3点である。

第一に，教育事務の共同処理実施の検討過程

でどのような事務内容の共同化が志向されたの

かを明らかにする(第 3節)。

第二に，奈良県下の小規模町村における教育

事務の処理体制の実相を明らかにする(第4節)。

第三に，県教育委員会による小規模町村の教
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育委員会への支援の状況を明らかにする(第 5

即)

上記の方法として，第一の課題に対しては，

奈良県下における地方行政制度全般の再検討を

行っている奈良モデル検討会(以下，検討会)

内の，教育委員会事務局の広域的連携をテーマ

とした議論の過程を関連資料から検討した。第

二の課題に対しては 奈良県吉野郡吉腎町及び

東吉野村ーの各教育委員会事務局職員へのインタ

ピ、ユーを行った。吉野町教育委員会は事務局教

育総務課長と同補佐に対して，東吉野村教育委

員会は教育長と事務局次長に対して，それぞれ

201μi三10月27日と同年11月4日にインタビュー

を実施した。第三の課題に対しては，奈良県教

育委員会自己点検・評価報告書及び関連資料を

分析し，同年11月12日に奈良県教育委員会学校

教育課担当者に対して開き取り調査を行った。

以上の調査をもとに，近隣自治体問における

事務の共同処理を水平的補完，県教育委員会か

らの支援を垂直的補完とそれぞれ捉え，分析お

よび考察を行なった。

3.共同処理される教膏事務内容の検討

奈良県は，県及び市町村の行政上の役割分担

を再検討する取組として検討会を設置している。

この背景には，奈良県が全国的な地方分権改革

の潮流にのれていないどころか，いたずらに対

等・協力関係が叫ばれ，県と市町村の関係がよ

り希薄になったとする認識があった九そこで，

奈良県の地域的特性を踏まえ，県と市町村が

各々担っている事務の現状と課題を検討し，実

情に応じた最適な地方行政の仕組みを実現する

ことを目的として 従来から設置されていた

「県-市町村の役割検討協議会」を発展・解消

し， 2010年 4月に検討会が発足したO 検討会発

足に先立ち， 2010年 3月には IW奈良モデルj

検討報告書~県と市町村の役割分担のあり

方 ~J が報告され， 73業務の整理-分析の結果

が示されている(針。

報告書の整理に基づき，これらのなかから第

lターム (2010年単年度)の検討課題のひとつ

として「教育委員会事務局の広域的な連携Jが

採択された。背景としては 2つの要因があった。

まず，県内39市町村-教育委員会のうち， 5教育

委員会事務局が職員数 2~3 人， 15教育委員会

事務局がi司 4~6 人であり，多くの教育委員会

で一般行政職員が不足していること，そして，

29教育委員会が指導主事を独自に配置できてい

ないことである。充実した教育行政を行うため

には事務処理体i!J1jの強化が急務であるとする共

通認識と， くわえて|教育委員会事務について

は，地勢!めな条件も考慮した，地域限定型でIllT

村分担による広域連携の手法の検討が必要 ('1)J 

との見方もあった。

本課題では， IJII1lliUJT.三宅町Jr首nmi寸-街!

丈村J，-吉野地域(10)Jの 3分科会に分かれ，そ

れぞれ検討審議が行われた(表 2)。

表 2の検討内容は各分科会で議論され，同年

12月開催の第 8[TI]奈良県・市町村ー長サミ y トに

おいて進捗状況が報告された(1()。各分科会の報

告内容は表 3のとおりである。

単年度の作業分科会であったため，広域的連

携の議論は現在では下火になりつつある。しか

し，事務の共同処理をめぐる当H寺の検討過程を

みるに，共同実施するにあたっての適否な教育

事務内容について，以下の 2点の示唆が得られ

る。

第一に，事務の共同実胞は，既存事務の内容

を充実，発展させ，効率化する目的には相容れ

る一方で，未実施の事業を新たな行政サービス

として提供する目的にはそぐわな¥;.ということ

である。事務の共同処理を手段として，現在行

われていない事業を実施することは，負担の新

出にほかならず，一部で抵抗があらわれること

は否めなし'0吉野地域における文化財事業の共

同実施がこの点に該当する。第二に，共同実施

の構成自治体が多くなるほど共同化の進展の妨

げになることである。スケールメリットをいか

した参加自治体数の増加によって，より大きな

効果が見込める場合，ここでは曽爾村e ・御丈村

のc?研修講演会等の共同実施や，吉野地域の非

常勤講締連携確保の課題などは，議論の進展が

早く，共同化の結論が早くまとまっている。 他

方で，構成自治体の多様性を尊重しながら事務
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表2 検討課題「教育委員会事務局の広域的な連携Jにかかる分科会と検討内容

分科会 検 ドミl 芸品

①指導主事の共同設置

川西町ーに学校教育指導員 1名、三宅町に指導主事 1名(双方ともに退職校長)が

川西IIrf I設置されているのを、共同設置できないか検討する。

三宅町!②文化財事業の共同実施

川西町には、考古学、民俗学の専門職員が配置されているが、三宅町にはいな

い。川西町が三宅町の文化財事業を支援する体制が整備てれきないか検討する。

①事務局統合の検討

曽爾村 l②共同実施可能な事務の検討

話11丈村 i小規模自治体において、教育行政の維持充実を図る観点から事務局の共同設置

について検討する。

①文化財事業の共同実施

考古学、民俗学等の専門職員が配置されているi町村の職員が、専門職員未配置

吉野 | 町村の業務を支援する可能性について検討する。

地域 i②非常勤講師の連携確保

美術や家庭ーなどの実技教科を担ー当する非常勤講師の確保に毎年苦慮している。

近隣市 IHT~寸との連携により安定して講師が確保できないかを検討する。

(出典 I平成22年度第 319]f奈良モデルj検討会(中間報告)J) 

表 3 検討課題「教育委員会事務局の広域的な連携J各分科会の報告

分科会| 検討内容
上段:現状

下 段:今後の方向性

)11西町|①指導主事の I)lli同町は学校教育指噂員を 1~号、一六宅 IIffは指務主事を l~配寵している。また、 )11

三宅IllTI共同設室 i西町・三宅町式下仁11学校組合には指導主事は配置されておらず、河IllJ司の学校教育指

導員、または指導主事がその業務を兼務している。

小学校段階から中学校段階へ一貫して伺じ指導主事が指導を実施できるといった利

点も考慮し、川西町、三宅町、川西町・三宅Il!T式下中学校組合で指導主事を 1名共

同設置することで、教育の質の向上、効率化を図る方向で合意。 2011年度より共i可

訳置。

②文化財事業 I)llillilUTは文化財専門職員を 1名配置しているが、三宅町は配置しておらず、 1=1常業

の共同実施 i務において文化財の専門知ぽ¥tが必要な場合に対応が難しい状況にある。

同1l1Tで覚書を定め、川西IIlJが三宅町Aの文化財事業に対して、支援・助言する体制を

整備し、文化財事業の推進につなげる。

曽爾村 i①事務局統合 I(記録なし)

街i丈村|の検討 I i荷村の中学校統合検討委員会の意向があり、今すぐの実現は難しいという結論に至

った。今後は教育事務から一部共同実施可能なものを検討することで合意。

②共同実施可 I(1) ALTの共同設置について

能な教育事務 i両町はそれぞれ 1名ずつ ALTを配置おり、それぞれが小中学校 1校ずつを担当。
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県内の他市町村ーの ALTl名あたりの担当校数がより多いことを踏まえると、 1名の

ALTで阿村の計 4校の授業を受け持つことは可能。 ALT自身が多操な文化を経験で

きる点や、事務局側の教育事務削減効果を考返し、今後は共同配置する方向で調整。

(2)研修講演会等の共同実施

各IIlT単独で教職員の研修、文化鑑賞会や社会教育講座等を実施。

共同実施により、事業の効率化や経費削減等が見込める。今後さらに検討を進める。

吉野 i①文化財事業|吉野町は民俗学専門職員、大淀町は考吉学専IIIJI践員を各 1名ずつ配置しているが、

地域 |の共同実施 lu也町村はない。吉野地域は氏俗文化財が多く存在するが、専門職未配置や予算縮小

により、有効活用されていない状況。

文化財専門職員の共同設置や古g!r・大淀町4の専門Ji殻員への事務の委託等の手法を{古

い、吉野地域の文化財事業促進を検討した。しかし、これまで予算措置されてこな

かった文化財事業を新たに取り組むことへの各町村の負担増や各IIlT村の文化財事業

への認識差異などにより、文化財事業については現状維持の結論に至った。

②非常勤講師 i吉野地域は非常勤講師の希望者が少なく、毎年教員111己居3のi時期に非常勤講liiliのMH保

の連携碍保 |が139難な状況。

各 I IlT村の諮i':ili'ljlj' 十~f2 を共布し「講師リスト J を 2011 年度より作成し、 iif;-Jljする。今後

は吉野地域周辺自治体とも連携を働きかける。

(I:l:¥典:1平成22年度第:311~1 r奈良モデルj松討会 (1]llilJ報告)の資料:3_jを参考に築者作成)

を共同実施する必要がある場合は，議論の収拾

または落としどころが難しく，結論がまとまり

づらし ¥0 これは，共同化の理念，ある¥;、は教育

行政に対ーする自治体の姿勢といった価値観の共

有がIzlれるか，事務処理の手続きを複数Tlll11J村

で一律化できる事務内容か，といった観点に収

数される。

以上をみると，教育事務の共同処理実施以前

の政策調整段階においては，共同化にかかる

務の手間の増大または見込まれる予算支出の増

加といった負担と，共同化によって得られる便

益の双方の均衡のもとで検討が進められている。

くわえて，川西町・三宅町では，指導主事の

共i可配置によって指導行政にかかる事務が共同

化された一方で、，吉野地域では 3町を除く 6村

では未だに独自に指導主事を配置できておらず，

共同配置の検討も行われていなし」事務の共同

処理をすすめる上での 川西町・三宅IllJと吉野P

地域の差異を考えると，最大の要因は地理的

特性と考えられる。 JIIill:iUIT .三宅町の合計面積

がlO.Olkn1と極めて狭域であるのに対し，吉野郡

の総面積は2，055kn1，最小の町村でも大淀町

38.06knf，次いで、黒滝村47.7lknfで、あり，その大

小は明らかである (1九さらに，幾重にも横断す

る紀伊UJ脈上に境界を分かつ1~1) 内 IllT村では，職

員の共同設置もなおさら容易ではない。このよ

うに，奈良県の地勢を踏まえたうえで，共i司化

する事務内容の1I今i味が行われていった。(表 3) 

ところで，奈良モデルにて検討課題とされた

73業務のなかには， I教育委員会事務局の広域

的な連携J 業務~j、外にも教育事務にかかる検討

課題が抽出されている(!:l)。図書館運営や学

校アドバイザリーチーム運営 (1ぺ学校給食など

である。[亘書館管理運営業務は，県と市町村牟の

水平的補完モデルとして現在も継続して検討さ

れている。学校アドバイザリーチーム運営業務

は，奈良県立教育研究所が所管し，県教育委員

会から県内市町村教育委員会への学校支援を実

施している。学校給食業務のみは，調理11似合か

ら 2 時間~)、内に給食を提供するよう努めなけれ

ばならないこと，地域ごとに食育を進める独自

性があること(J日として 各市町村単独で取組を

実施する方が効果的で、あると結論づけている。
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割合について，県全体のそれが24.0%である一

方で，同地域は41.5%である。若年層が働く場

を求めて都市部に流出しており，基幹産業であ

る第一次産業への影響が深刻化している(lG)

(2)吉野町の教育事務処理体制j

吉野町教育委員会事務局は，教育総務課と社

会教育課の 2諜fll!Jをとっている。前者は学校教

育やそれにかかる事務を扱い，現在 8名の職員

が配置されている。また 後者は社会教育ー放

や生涯スポーツ，文化財保護等を担当し，現在

7 ~I の職員が配置されている。

専門的]隊員としては， 2名の指導主事(充て

指導主事 1名含む)が学校教育課に在籍してい

る。指導主事 2名体制になったのは2010年度か

らであり，それまでは充て指導主事が l名配置

されていた。しかし 幼稚園教諭の経験者で、あ

ったため，小中学校への専門的指導-助言は実

施できなし吋犬況であった。くわえて，充てln訟で

あるために専任として指導主事業務を行うには

不十分であるとの認識が従来からあり (17) 新規

で専任指導主事の配置が決定した。したがって

現在では，専任指導主事(中学社会教諭経験37

年，吉野町教育委員会指導主事 l年目)と充て

4鍾教青事務の処理体制の実棺

(1) 地域概要

ここでは，吉野地域における教育事務の処理

体flJIJを検討する。

吉野地域は三重県と隣接している。同地域の

大部分が山間地域であり，とくに吉野川上流地

域 (JII上村，東吉野村ー，黒滝村)は吉野林業地

域と!呼ばれる国内有数の優良木材生産地となっ

ており，林業従事者が比較的多し i0 LlJ問地域で

あるため，各IHTl寸の集落の多くは谷に沿うかた

ちで点在している。また，同地j或の人口は

42，751人で、あり，県人口の3.1%を占めている。

[~は，吉野地域の人口推移をあらわしている。

問地域でもっとも人口の多い大淀町は，他Il!J村

の人口減少傾向が著しいなかで，唯一人口が増

加している自治体である。大淀町を除く 21f庁6

村は，過疎化と少子高齢化が進行しており，と

くに村部では直近40年で約 3分の lへと人口が

急減している。向地域の総人口が1970年に

68，248人， 2010年に42，751人であることから，

40年前と比較して全体でも約 3分の 2の人口規

模に縮小していることがわかる。!可地域住民の

平均年齢は55.7歳であり，奈良県全体の45.4歳

より 10歳以上高し1。また 65歳以上の老齢人口
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吉野地域の人口推移
(出典
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(幼稚園教諭経験24年，向指導主事 6

年目)の 2名配置体制!となっている。専任の指

導主事は，そのうち 7年を社会教育主事として，

2年を奈良県教育委員会指導主事として，それ

ぞれ経験しており 経験と実績を踏まえたうえ

で吉野町教育委員会が選任，採用した経緯があ

る。文部科学省「教育行政調査J(平成25年度)

の自治体規模別の指2草主事配置数によると，類

似する 8千人規模自治体では，指導主事配置数

(充て職含む)は1.3人で、ある。これと比較する

と，吉野町教育委員会指導主事配置数はよと較的

充実しているといえる州。

一方で，社会教育主事は2013年度までは専任

11_2:1が配置されていたが， 2014年度以降はIHJ政

全体の定期人事異動により他部署へ移籍となり，

2014年度時点で社会教育主事は配置されていな

い。また，充てl識の配置もなし 30 社会教育主事

の資格を有する者は教育委員会事務局に 4名い

るものの，社会教育主事の業務を行う専門担当

者がいない状況である。事務局職員の認識とし

ては「今(筆者註)配置になって 6か月経過時

のところ支障はないJといい，今後再配置にな

るかは不明という。吉野町の事例をみるに，指

導主事の必要性の認識は年々高まり，配置数が

拡充された一方で，社会教育主事の必要性の認

識はそれほど大きくない。全国的に社会教育主

事の配置数は減少傾向にある(lヘ吉野町では，

社会教育指導主事資格保有者 4名を中心に，従

来の専任職員が担っていた業務を分担して行っ

ている。

(3)東吉野村の教育事務処理体制

東吉野村ー教育委員会事務局には 4名の職員が

在籍しており，学校教育および社会教育の行政

にかかる事務のすべてを執行している。東吉野

村教育委員会には指導主事は配置されていない。

社会教育主事には充て織として教育次長が就い

ている。小規模自治体であっても求められる業

務内容に他の自治体との大きな遠いはなし 30 限

られた人員でそれらを管理，執行するために

i 1人あたりの守備範囲が必然、的に大きくなるこ

とは避けられず，職務の兼任なとJハードワーク

になりがち (20)Jである。文部科学省前掲調査の

人口規模別市-!llT村教育委員会の本務職員数によ

ると，同村教育委員会事務局職員数4名は類似

団体のそれより若干少ない(人口5000人未満規

模で5.8人)。東吉野村教育委員会職員の職務過

多は，小規模自治体に共通する課題とみてよい。

東吉野村‘では村市Ij施行以来，指導主事が配置

されたことはなし 10 指導主事配置の要望を毎年

行っているものの 財政的困難により i配置の見

通しは立っていない。そのために，学習指;導要

領の改訂や全国学力テストの実施などにともな

った県教育委員会主催の市!!!J村教育委員会指導

主事対象連絡会等の場合は，事務局行政職員が

出席している。くわえて 各種調査等の場合も

教育長自らが調査用紙に記入，送付をすること

が多し」教育長自身は指導主事配置の必要性を

強く感じている。

人員配置の側聞から検討すると，東~5m}IIJT の

特色として村費負担講師の採用が挙げられる。

向付では1994年度から 免許外教科担任の解

消を目的として村費負担講師を i名採用してい

る(刊。全国的な{頃向として，小規模校，とりわ

け小規模中学校においては，配置される教員が

少ないために，臨時免許状の発行に基づいた専

門教科外の指導を行う免許外教科担任が増加し

ている。向村では現在，美術の免許状を有する

講師を採用している。なお同講師は，技術科担

任も兼任し，音楽部の指導も行なっている。人

口2000人規模の自治体において，付費負担講rmi

を採用することは容易ではなし」それは，もち

ろん人件費負担や適任者の人材確保といた困難

が大きいためである。財政的留まH~にもかかわら

ず，継続的に村費負担講師を採用している意義

は大きし 30 また，河村ーでは， 00の]ETプログラ

ムによって招致された外国人青年 11_2:1を ALT

として採用し，村内の外国語学習に寄与してい

る。 ALT講師の採用と給与負担は東吉野村が行

っているが，当該講師は， I礎J妾する JIIJ二村立小

中学校にも定期的に訪問している。 2村の小i千1

学校は 4校であるため 勤務が可能と判断した

ためである。あくまでも在籍は東吉野村である

ため，共同設置に基づく配置ではない。
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5.小規模町村の教育事務処理に対する県教育

委員会の支援

前述のとおり，小規模自治体における教育事

務の処理については，主として人員の不足を要

因とした職務体制の不備が確認できた。これら

課題に対して，小規模自治体の職務遂行能力を

補完する役割として，県教育委員会による支援

に着呂する。

多くの都道府県教育委員会では，出先機関で、

ある教育事務所が，都道府県県教育委員会と市

町村教育委員会の指示- における仲立ちを

担っており，教育事務の処理において機能と役

割を果たしている。しかし一方で，奈良県では

この教育事務所にあたる機関は従来から設置さ

れていなし=。したがって 奈良県教育委員会か

ら藍接，市町村a教育委員会へ指導・助言・援助

を行う体制にあると推測される。

吉野町，東吉野村双方へのインタビューにお

いて，事務局職員が困難であると認識していた

事務が，専門性の求められる指導行政にかかる

事務であった。 以下では，専門的指導に関する

支援について，指導主事と社会教育主事の観点

から検討ーする。

吉野町では，小中学校を専門とする指導主事

が現在配置されているが それ以前は幼稚園教

諭経験をもっ充て指導主事のみの配置であった。

東吉野村については，現在までに指導主事が配

置されていない。

このようなへき地地域の教育の充実を図るた

めに，県教育委員会は指導主事による訪問指導

を実施している。奈良県教育委員会自己点検・

評価報告書ω によると， 2012年度は県内の32

へき地学校へ計60[w(小学校:44回，中学校:

16回)の要請訪問指導を実施している問。これ

により，指導主事未配量の小規模町村村争教育委員

会の]職蹴務をネ補i市5完している (ω2μω4心)

20∞O侃5年j度支までで、は，奈良県下の複数市町村ーをブ

ロックごとにくくり，県教育委員会から地区担

当指導主事を派遣していた。これにより，県教

育委員会指導主事，地包担当指導主事，自治体

によっては市町村教育委員会指導主事という重

厚な指導体制が整っていた。指導主事が未配置

である町村の学校からすると，県教育委員会へ

派遣を要請することよりも，身近な地区専任の

指導主事がいることは，大きな機能や役割を果

たしていたと考えられる。 2006年度以降は，奈

良県立教育研究所内の学校教育アドバイザリー

チームの発足により 業務内容が移管し，地区

担当指導主事制度が廃止された。

しかし，奈良県立教育研究所「平成26年度以

降の『学校訪問jの実施に関する大綱j仰によ

ると， r従来，学校教育アドバイザリーチームが

行ってきた学校訪問を，平成26年度以降，市教

育委員会が独自に計画-実施する学校訪I~AJ に移

管し，平成27年度以降 IIlJ村教育委員会が独自

に計画-実施する学校訪問に移管する」とされ

ている。ただし， 2015(平成27)年度は，町村教

育委員会による学校訪問実施が困難な場合は，

要請に基づき学校教育アドバイザリーチームが

可能な範囲で学校訪問を実施すること， 2016 

(平成28)年度は，同様の場合は，可能な範囲で

学校訪問に同行することとしている。これは，

実質的には市町村教育委員会への業務移譲であ

る。実際の小規模自治体を鑑みるに，指導主事

未配置である自治体が十分な職務遂行能力を有

しているのかは，大いに疑問が残る。

社会教育主事については 派遣社会教育主事

i!JIj度廃止の影響がある。国費打ち切りによって

国からの財政的支援がなくなり，奈良県では，

市部， IlO百に村部へと段階的に派遣制度廃止が

行われた。これにより， 2008年度には県内の派

遣社会教育主事は皆無となった刷。文化財等の

多い奈良県の社会教育環境を考慮すると，それ

ら歴史的遺産の有効活用には，中央教育審議会

答申で提案されたように県支援による社会教育

主事の配置拡充が望まれる。

最後に，県教育委員会は教職員の配置に関し

て，中学校の免許外教科担任を解消する目的で，

3~4 学級規模の中学校への非常勤講師の優先

配置を行っている。 2012年度には17校， 2011年

度には20校へ非常勤講師を配置しており，小規

模町村，ひいては小規模校の負担軽減に取り組

んでいる (27)。本制度で配置される非常勤講師の

人件費は県費負担ではあるが，講師となる人材
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の確保は各自治体に一任されている。したがっ

て，配置の条件を満たす小規模校で、ありながら

適した講締の確保が国難な場合，この制度を十

分に活用できない恐れがある。県教育委員会に

おいても求職中の教員免許状保持者の把握に努

め，必要に応じて市i可村と情報を共有している。

6. まとめと今後の課題

本稿の目的は，小規模自治体における教育事

務の処理上の課題をl3)jらかにすることであった。

そのために，奈良県を事例として，近隣自治体

関による事務の共同処理と上位部局である県教

育委員会からの支援の 2つの車Il!(水平的補完，

垂直的補完)から検討を行った。

まず，水平的補完の観点から，事務の共同処

理については共同化実施前段階の政策調整過程

において，以下の 2点の特性がみられた。

第一に，新規事業の実施が呂的である場合は，

共同化の実現にi君主ltがともなうことである。総

務省は，事務の共同処理の目的を「日常生活問の

広域化や行政需要の高度化・専門化，事務処理

体制jの効率化の要請等への対応jとしている刷。

事務の共同化について 効率化の点では十分に

意義があるといえる。しかし，要請される行政

サービスの多様化に応えるための高度化・専門

化といった点から考えると，新たな行政サービ

スを提供する手段としての共同処理は，昨今の

地方財政の状況をみるところ国路上がともなう。

実際に，検討会において 吉野地域の文化財事

業の共同実施は意見調整がうまくいかずに尻す

ぼみをしている。

第二に，共同化する事務内容が手続きの上で

一律して処理可能であり，かつ適正なスケール

メリットによって事務の効率化，合理化がIZlれ

る場合には，共同化の議論がスムーズに進むこ

とである。共同化議論に参加する自治体の負担

と共同化実施によって得られる便益との均衡の

もとで，議論の結論が出されていた。

つぎに，垂直的補完の観点から，教育事務所

が未設置である奈良県教育委員会においてどの

ような支援が行われているのかを，主として専

門的指導業務の点から明らかにした。

第一に，主として指導主事が担う業務は，奈

良県立教育研究所の学校教育アドバイザリーチ

ームからの支援体制が整備されており，小規模

自治体が実施する指導行政事務を補完している

様子がみられた。しかし一方で， 2014年度から

は市町村教育委員会に対する当該事務の移設が

進められている。小規模自治体の教育事務処理

体制は不十分であり，かつ事務局職員が最も懸

念している専門的指導に関する事務が，市町村ー

主体で処理可能であるのかは不透明である。

第二に，社会教育主事については，国費によ

る派遣社会教育主事制度の廃止ーによって，奈良

県においても派遣打ち切りとなっていることが

明らかとなった。今回の調査では，社会教育主

事配置の要請については インタビューでは雑

認できなかった。社会教育行政に求められるニ

ーズは大きく，近年では首長部局管轄へ移行す

る自治体も現れている。社会教育主事の必要性

があるにもかかわらず，小規模であるために独

自に配置できない自治体に対しては，要請に応

じて県から支援ができるような体f!i!J情築が望ま

れる。

最後に本稿の限界と課題について 2点を述べ

る。

に，本稿の主J]見はすべて奈良県を対象と

した個別事例の調査研ー究によるものである。し

たがって，すべての小規模自治体の教育事務の

処理が同じ状況であるとはいえなし E。小規模自

治体を取り巻く条件は多様であり，たとえば奈

良県は，地勢が強く影響していた。このように

一つひとつの背景が異なるからこそ，各事例を

精級に分析し，それらの知見を蓄積していくこ

とが重要であることは強調しておきたし"0

第二に，今後の研究諜題として，本稿の考察

が小規模自治体にどの程度共通したものである

のか，分析が必要である。小規模自治体の教育

委員会における事務処理体制の充実が中央から

提言されはじめて久ししミ。しかし，それら具体

相の把握が十分になされていたとはいいがたい。

廃止，縮小の傾向にある教育事務所が，小規模

自治体の教育行政へどの程度影響しているのか，

その他の自治体の事例を参照しつつ，その実オ{j

口
δ



の把握と課題解決策の提示が求められる。

本稿は2014年の調査を基にしており，かっ教

育委員会事務局職員へのインタビューや政策関

連文書の分析によっている。したがって， 2014 

年の地方教育行政の組織及び運営に関する法律

の」部改正審議の過程で論点とされた首長から

の教育行政への関与の強まりと，小規模自治体

の教育行政との連関は十分に検討できていない。

この点は，今後の動向を注視しつつ，さらなる

検討が必要である。
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Problems in Operation of Educational Administration in Small Local Governments: 

Focusing on Nara Prefecture Educational Administration 

Shoma抗AK1SE

The purpose of this study is to clarify problems in the operation of educational aclministration in small 

1oca1 governments that remain after decentra1ization anc1 to obtain inc1ications for solution strategies. 1n this 

al廿c1e，the fOCllS was on Nara Prefecture. The fol1owing presents the finc1ings of this research 

First， regarc1ing the process of policy coorc1ination fOl・ col1aborationin the operation of ec111cationa1 

ac1ministration， it is not appropl泊teto carry out new initiatives. Therefore， it ShOll1c1 be carriec1 Ollt weighing 

the beneiits in collaboration anc1 any new burden. 

Seconc1， the genera1 ac1ministrative staff of the boarc1 of ec111cation in small 10ca1 governments recognizes 

that the most c1i昂c1l1tproblem is to conc111ct professional guic1ance for some scho01s. Professiona1 gllidance 

reqllires professional knmへrledge01' school teaching experience anc1 serving as a coorc1inator in 10ca1 

commllnities. HO¥ヘrever，some sma1l10cal governments c10 not have sufiicient bllc1gets to p1ace professional staff. 

The boarc1 of edllcation in Nara Prefectllre is reqllirec1 to appropriate1y appoint anc1 support staff of sma1l10cal 

governments 

Third， in the case 01 Nara Prefecture， the board 01 ec111cation provic1es sllpport for smal1local governments， 

in particlllar 10r pr・operlyc1ispatching staff such as pr01essionals 101' instrllction or cOllnseling in schools anc1 

bllc1getal・yallocation of part-time teachers in small scho01s. However， it is becoming more evic1ent that sllpport 

may be tapering becallse of the Prefecturゼsanticipatec1 financial clifiiclllties in the future. 
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